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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」 (2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しています。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2021年７月１日から2021年

９月30日まで)および第２四半期連結累計期間(2021年４月１日から2021年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表に

ついて、三優監査法人による四半期レビューを受けています。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 24,610 22,922

受取手形及び売掛金 5,325 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 6,792

電子記録債権 67 44

商品及び製品 700 738

仕掛品 3,589 4,160

原材料及び貯蔵品 1,901 2,066

その他 3,024 5,042

貸倒引当金 △71 △70

流動資産合計 39,147 41,696

固定資産

有形固定資産

土地 1,645 1,645

その他 2,626 2,704

有形固定資産合計 4,272 4,349

無形固定資産

のれん 1,875 1,749

その他 752 806

無形固定資産合計 2,628 2,555

投資その他の資産

投資有価証券 1,803 1,473

長期貸付金 457 243

その他 4,469 5,079

貸倒引当金 △408 △274

投資その他の資産合計 6,322 6,522

固定資産合計 13,223 13,428

資産合計 52,370 55,124

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,610 5,857

短期借入金 253 215

1年内返済予定の長期借入金 3,863 3,652

未払法人税等 100 187

賞与引当金 288 276

役員賞与引当金 14 4

その他 2,764 6,598

流動負債合計 10,895 16,792

固定負債

長期借入金 6,837 5,207

退職給付に係る負債 770 791

資産除去債務 861 783

その他 2,561 2,516

固定負債合計 11,031 9,299

負債合計 21,927 26,091
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 7,948 7,948

資本剰余金 7,579 7,579

利益剰余金 16,104 14,616

自己株式 △1,946 △1,946

株主資本合計 29,686 28,197

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 116 36

為替換算調整勘定 1 1

退職給付に係る調整累計額 △0 △4

その他の包括利益累計額合計 117 33

新株予約権 7 17

非支配株主持分 632 783

純資産合計 30,443 29,032

負債純資産合計 52,370 55,124
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

売上高 10,591 37,348

売上原価 8,022 31,219

売上総利益 2,568 6,128

販売費及び一般管理費 ※1 5,896 ※1 5,770

営業利益又は営業損失（△） △3,327 358

営業外収益

受取利息 2 1

受取配当金 2 1

仕入割引 2 141

持分法による投資利益 90 78

出資分配金 9 13

その他 73 69

営業外収益合計 181 306

営業外費用

支払利息 50 42

貸倒引当金繰入額 28 17

資金調達費用 1 －

その他 21 7

営業外費用合計 100 67

経常利益又は経常損失（△） △3,247 597

特別利益

固定資産売却益 0 －

投資有価証券売却益 － 231

その他 － 2

特別利益合計 0 234

特別損失

固定資産除却損 2 13

訴訟関連損失 8 11

新型コロナウイルス感染症による損失 ※2 607 ※2 19

その他 0 －

特別損失合計 619 43

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△3,866 788

法人税等 56 176

四半期純利益又は四半期純損失（△） △3,923 612

非支配株主に帰属する四半期純利益 0 296

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

△3,923 315
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △3,923 612

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 14 △79

為替換算調整勘定 0 0

退職給付に係る調整額 0 △4

その他の包括利益合計 15 △82

四半期包括利益 △3,907 529

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △3,914 232

非支配株主に係る四半期包括利益 6 296
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△3,866 788

減価償却費 396 346

のれん償却額 145 126

貸倒引当金の増減額（△は減少） 19 11

賞与引当金の増減額（△は減少） 54 △11

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △9 △9

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 37 16

受取利息及び受取配当金 △4 △3

持分法による投資損益（△は益） △90 △78

支払利息 50 42

売上債権の増減額（△は増加） 12,926 △749

棚卸資産の増減額（△は増加） △797 △1,003

仕入債務の増減額（△は減少） △6,328 1,643

未払又は未収消費税等の増減額 △968 89

その他 △369 △124

小計 1,193 1,083

利息及び配当金の受取額 4 3

利息の支払額 △50 △42

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △110 △38

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,037 1,006

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △142 △303

有形固定資産の売却による収入 4 －

無形固定資産の取得による支出 △147 △114

投資有価証券の償還による収入 － 109

投資有価証券の売却による収入 29 463

関係会社株式の取得による支出 △36 －

関係会社株式の売却による収入 － 17

出資金の払込による支出 △260 △558

貸付けによる支出 △38 △0

貸付金の回収による収入 20 25

その他 △96 △131

投資活動によるキャッシュ・フロー △666 △493

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 308 △40

長期借入れによる収入 － 200

長期借入金の返済による支出 △2,664 △2,041

自己株式の取得による支出 △365 －

配当金の支払額 △331 △322

その他 △1 △10

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,055 △2,214

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,683 △1,701

現金及び現金同等物の期首残高 24,725 24,510

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 14

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 22,042 ※ 22,822
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

（1）連結の範囲の変更

第１四半期連結会計期間より、重要性が増したため株式会社エフを連結の範囲に含めています。

（2）変更後の連結子会社の数

16社

(会計方針の変更等)

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしています。

これにより、パチンコ・パチスロ遊技機の代行店販売に係る収益について、従来は、遊技機がパチンコホールに

納品され、遊技機メーカーへ遊技機代金が納入された時点で遊技機メーカーから受け取る代行手数料の金額で収益

を認識していましたが、当社が総発売元となる取引については、顧客への財又はサービスの提供における当社の役

割（本人又は代理人）を判断した結果、代理店販売と同様に遊技機を出荷した時点で当社がパチンコホールに販売

した遊技機代金で収益を認識する方法に変更しています。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しています。また、収益認識会

計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに行われた契約変更に

ついて、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減しています。この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は10,692百万円

増加し、売上原価は10,182百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ509百万円

増加しています。また、利益剰余金の当期首残高は1,441百万円減少しています。収益認識会計基準等を適用したた

め、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形及び売掛金」は、第１四

半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示することとしました。なお、収益認識会計

基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法により組替えを行ってい

ません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 2020年３月31日）第28-15項に定め

る経過的な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載

していません。

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしています。なお、四半期連結財務諸表に与える影響は

ありません。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。

(追加情報)

前連結会計年度の有価証券報告書の追加情報に記載した新型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定につい

て重要な変更はありません。
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(四半期連結貸借対照表関係)

　 偶発債務

当社は遊技機メーカーからパチンコホールへの遊技機販売を代行する際に、その遊技機代金について保証を行っ

ています。

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

株式会社ロイヤル －百万円 39百万円

有限会社瑞穂栄商事 1百万円 38百万円

株式会社正栄プロジェクト 5百万円 31百万円

タイホウコーポレーション株式会社 －百万円 24百万円

株式会社キング観光 －百万円 23百万円

株式会社ＡＢＣ 10百万円 21百万円

株式会社ガイア 3百万円 19百万円

株式会社永和商事 13百万円 19百万円

株式会社三公商事 －百万円 10百万円

株式会社アストリーツーコーポレー

ション
4百万円 9百万円

その他 207百万円 257百万円

　 計 245百万円 496百万円

(四半期連結損益計算書関係)

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次の通りです。

前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

広告宣伝費 420百万円 299百万円

給与手当 1,941百万円 2,075百万円

賞与引当金繰入額 147百万円 104百万円

退職給付費用 36百万円 32百万円

役員賞与引当金繰入額 4百万円 4百万円

貸倒引当金繰入額 △8百万円 △4百万円

※２．前第２四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年９月30日)

新型コロナウイルス感染症の影響により政府から発令された緊急事態宣言等に伴い、当社グループは当第２

四半期連結累計期間に店舗および事業所の臨時休業を行いました。当該休業中にかかる固定費（人件費・地代

家賃・減価償却費）等の発生については臨時性があると判断し、連結決算において総額607百万円を「新型コロ

ナウイルス感染症による損失」として特別損失に計上しています。

当第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

新型コロナウイルス感染症の影響により政府から発令された緊急事態宣言等に伴い、当社グループは当第２

四半期連結累計期間に事業所の一部において臨時休業を行いました。当該休業中にかかる人件費等の発生につ

いては臨時性があると判断し、連結決算において総額19百万円を「新型コロナウイルス感染症による損失」と

して特別損失に計上しています。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の通

りです。

前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

現金及び預金勘定 22,142百万円 22,922百万円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △100百万円 △100百万円

現金及び現金同等物 22,042百万円 22,822百万円

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月17日
定時株主総会

普通株式 331 10 2020年３月31日 2020年６月18日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　該当事項はありません。

当第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月16日
定時株主総会

普通株式 323 10 2021年３月31日 2021年６月17日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　該当事項はありません。

３．株主資本の金額の著しい変動

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首か

ら適用しています。詳細は、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（会計方針の変更等）」に記

載の通りです。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは単一のセグメントであるため、記載を省略しています。

　

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当第２四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年９月30日）

（単位：百万円）

合計

一時点で移転される財及びサービス

一定の期間にわたり移転される財及びサービス

34,982

2,366

顧客との契約から生じる収益 37,348

外部顧客への売上高 37,348

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失および算定上の基礎ならびに潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益および算定上の基礎は、以下の通りです。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

(1)１株当たり四半期純利益又は
　 １株当たり四半期純損失（△）

△119円06銭 9円77銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失（△）(百万円)

△3,923 315

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
又は親会社株主に帰属する四半期純損失（△）(百万円)

△3,923 315

普通株式の期中平均株式数(株) 32,952,771 32,331,700

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 － 9円75銭

　(算定上の基礎)

　親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) － －

　普通株式増加数(株) － 63,649

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

(注) 前第２四半期連結累計期間潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在せず、１株当た

り四半期純損失であるため記載していません。

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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